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【論文要旨】
　生徒の憲法上の権利に対しては学校内での特別な制約を課せられる場合がありうる。学校内の規
律・秩序を維持する学校の権限行使と生徒の憲法上の権利行使との調整が図られなければならな
い。しかし，日本ではその特別な制約がどのような審査基準によるべきかについて煮詰まった議論
が未だなされていない。本稿では，その手がかりを得るために，5つのアメリカ連邦最高裁判例を
分析する。公立学校における生徒の言論の自由が問題となった諸判例である。従来，アメリカで
は，これらの諸判例は相互に教育観を異にし，対立するものとして分析されてきた。しかし，本稿
で取り上げるJames　E．　Ryanは，これらの諸判例が統一的理論を採用しており，それが上記の調
整問題の解決に有用であると主張する。その理論は，公立学校の本質的機能である「アカデミック
な機能」（知識・技術の伝達）をその他の「社会的な機能」（価値の教え込み等）と区別し，前者を
特別視することで，学校がアカデミックな機能を果たす場合にのみ，生徒の憲法上の権利に対する
特別な制約を許すものである。このRyanの理論を精査していくことは，日本での同様の議論にも
示唆を与えるであろう。
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はじめに　一学校内での特別な制約
　学齢期にある子どもは，一日の多くの時間を生徒1として学校で過ごしている。そして，日常生
活と同様に学校においても，生徒は憲法上の権利享有主体であり，ある程度の権利行使をなしうる
存在であることに争いはない。しかし，学校では一定の規律・秩序が必要とされ，そのために生徒
は，憲法上の権利に対して学校内での特別な制約を課せられる場合がありうる。学校内での規律・
秩序を維持する学校の権限行使と，生徒の憲法上の権利行使との調整をどのように図ればよいので
あろうか。しかし，日本では，その学校内での特別な制約を課すための基準について，未だ煮詰ま
った議論がなされていない。どのような場合に，どの程度の制約が認められるのであろうか。
　この点に関して，アメリカでは，多くの判例が蓄積され，活発に議論が展開されている。そこで
の議論を参照することは，日本の議論にも示唆を与えるであろう。本稿では，公立学校2において
生徒の言論の自由（アメリカ合衆国憲法修正第1条3）が争われた5つの連邦最高裁判例を取り上
げる。これら5つの判例は，公立学校における生徒の憲法上の権利という問題に関連して，アメ
リカで多く論じられているからである。アメリカでは，従来，それら5つの判例は，相互に教育
観を異にし，対立するものとして論じられることが多かった。しかし，本稿で取り上げるJames
E．Ryanの論文，“The　Supreme　Court　and　Public　Schools”4は，それら5つの判例に統一的な理論
と呼びうるものを見出している。さらに，それらの連邦最高裁判例から見出された実証的な理論
1本稿では，初等・中等学校段階に在籍する子どもを一括して「生徒」と呼ぶことにする。高等教育段階に在
籍する「学生」に関しては，本稿では考察の対象にしていない。
2アメリカでは，私立学校に関しては，憲法の私人間効力の問題があり，公立学校とは別の考察を必要とする
　ので，本稿では考察の対象にしていない。
3アメリカ合衆国憲法修正第1条は，言論，出版，集会の自由，請願権及び宗教活動の自由を保障し，国教樹
立の禁止を規定している。
2
が，上記の調整問題の解決に有用であると主張する。そこで，本稿では，アメリカにおける従来の
議論とRyanの議論を対比させつつ，アメリカの公立学校における生徒の憲法上の権利という問題
を検討する。
第1章アメリ力連邦最高裁判例の紹介 生徒の言論の自由に関する5つの判例一
連邦最高裁は，公立学校内での生徒の言論の自由に関して5つの事件で判断を示している。
　1．Barnette判決（1943）
　West　Virginia　State　Board　of　Education　v．　Barnette（1943）5では，学校が国旗敬礼儀式への参加
を生徒に強制することは，修正第1条に違反するとされた。本件上訴人である州教育委員会は，
ヴァージニア州議会が州法を改正したことを受けて，国旗への敬礼儀式に参加することを，全教員
と全生徒に強制する規則を採択した。本件被上訴人はエホバの証人という宗派を信仰する者であ
り，信仰を理由に国旗への敬礼を以前から拒否していた。そこで，本件被上訴人は，その州法と学
校区規則との執行の差止めを求めて本件を提起した。ウエスト・ヴァージニア州南部地区連邦地裁
は請求を容認し，本件被上訴人らに対するその州法と学校区規則の執行を差止めた。これに対し，
州教育委員会は，連邦最高裁に直接上訴を行った。連邦最高裁は，原審判決を容認した。
　Barnette判決は，ほぼ同様の事案であるMinersville　School　District　v．　Gobitis（1940）6を覆した
ものである。Gobitis判決では，宗教活動の自由を理由として一般的適用可能性を有する法律の免
除は認められないとして，国旗敬礼儀式への参加を生徒に強制することが修正第1条で保障され
た宗教の自由条項に反するものではないと判示された。しかし，Barnette判決は，その論点に触
れることなく，問題を処理した。法廷意見は，州が，歴史や政府構造を教えることを要求し，愛国
心教育を行うこと自体は合憲であると述べる。本件での問題は，そもそも公的機関が，そのような
国民的統一性を促進するという目的をもった国旗敬礼儀式への参加を市民一般に対して強制する権
限を有するのかどうかということであるとした。法廷意見は，教育委員会はその職務を果たすため
の高度の裁量を有するが，それも憲法の制約を被るものであると述べた。そして，いかなる公務員
も「政治，ナショナリズム，宗教などの意見の分かれる問題について，何が正統かを規定し，市民
に言葉あるいは行為によって，それの中に含まれる彼らの信念を告白させる」7ことはできないと
論じた。それゆえ，強制的に国民的統一性を促進することを狙って，公立学校で生徒へ国旗敬礼を
486Virginia　Law　Review　1335－1433（2000）．James　E．　Ryanは，この論文を発表した2000年の段階では，ヴ
　ァージニア州立大学ロー・スクールの准教授（associate　professor），現在（2004年）は，同ロー・スクール
　の教授（professor）。なお，　Ryanは本稿で取り上げる生徒の言論の自由に関する諸判例のほかに，生徒の修
　正第4条の不当な捜索・押収を受けない権利，デュープロセスに関する権利，宗教の自由に関する権利，憲
　法上の基本的権利に関連する諸判例を包括的に分析することから，連邦最高裁の統一的理論を見出している。
563S．　Ct．1178（1943）．
660S．　Ct．1010（1940）．
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強制することは，修正第1条において保護された個人の「知的精神的領域」を侵害するものであ
り，違憲であると判示した。
　2．Tinker判決（1969）
　Tinker　v．　Des　Moines　Independent　Community　School　District（1969）8では，ベトナム戦争に反
対する意思を表明するための生徒の腕章着用行為を，学校が禁止することは言論の自由条項に反す
るとされた。この事件は，ベトナムでの戦死者を悼むために，黒い腕章を着用して登校した生徒
（上訴人）を学校が停学処分にしたことに対して，その生徒が，停学処分の差止めと名目的損害賠
償（nolninal　damages）を求めたものである。アイオワ州南部地区連邦地裁は訴えを斥けた。第8
巡回区控訴裁は全員法廷で審理し，意見を付さずに連邦地裁判決を容認した。それに対し，連邦最
高裁は，原審判決を破棄差戻した。
　法廷意見は，「修正第1条の権利は，学校という環境の特殊性に照らして適用されることで，生
徒……にも利用しうるものである」とし，「生徒……は，言論あるいは表現の自由への憲法上の権
利を校門で脱捨てる」わけではないと述べた9。他方で，法廷意見は，学校に対して学校内におけ
る生徒の行動を管理する広範な権限を承認した。そして，本件の問題は，生徒の修正第1条の権
利行使とそれを規制する学校の規則とが衝突する場合に，その衝突をどのように解決するのかとい
うことであるとした。法廷意見は，教室外における多少の混乱はあったものの，「純粋言論」とし
ての生徒の腕章着用行為は「規律の破壊や混乱を伴わない静寂かつ消極的な意見の表明」1°であっ
たと認定した。そのような言論から発生する漠然とした恐れや懸念，不快感は，生徒の表現の自由
を制約する根拠となるものではなく，学校は，生徒の表現の自由を制約する憲法上有効な根拠を証
明しなければならないと論じた。さらに，法廷意見は，学校は，「『同質的な市民を養育する』ため
に運営される」わけではなく，生徒が様々な言論にさらされるべき「思想の市場（market　place　of
ideas）」であるとした11。そのような前提にもとづき，法廷意見は，生徒の表現行為が「実質的に
授業活動を混乱させるか，十分な無秩序，あるいは他人の権利への侵害を伴う」12ということの証
明がある場合のみ，学校は生徒の表現の自由を制約できると判示した。
3．Pico判決（1982）
Board　of　Education，　Island　Trees　Union　Free　School　District　No．26　v．　Pico（1982）13では，教育
7Barnette，63　S．　Ct．　at　1187，
889S．　Ct．733（1969）。
9　1d．　at　736．
10　1d．　at　737．
111d．　at　739．
12　1d．　at　740．
13　102S．　Ct．2799（1982）．
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委員会による学校図書館からの特定の図書の除去が，修正第1条で保障された生徒の「思想を受
け取る権利（right　to　receive　ideas）」を侵害するとされた。本件上訴人である学校区教育委員会は，
9冊の図書を「非アメリカ的」等の理由で，学校図書館から除去した。これに対し，この学校区に
ある高校の生徒であった本件被上訴人は，教育委員会がそれらの図書を図書館に戻し，カリキュラ
ムでの使用をできるようにすることを命じる仮差止めと終局的差止めを求めて，本件を提起した。
ニューヨーク州東部地区連邦地裁は，教育委員会勝訴の正式事実審理を経ない判決（summary
judgment）を申し渡した。第2巡回区連邦控訴裁は，連邦地裁の判決を破棄差戻した。それに対
し，連邦最高裁は，教育委員会の行為が修正第1条に違反しているかどうかに関して，「実体的事
実に関する真の争点」が存在するとして，原審判決を容認した。
　相対多数意見（plurality　opinion）は，地方教育委員会は日々の学校運営について広い裁量を有
し，共同体の価値を生徒に教え込むためにカリキュラムを規定する広範な権限を有すると述べる。
しかし，Barnette判決を引用し，その裁量が「修正第1条の卓越した命令に適合する方法で行使
されなければならない」14ことを確認し，修正第1条の表現の自由の不可欠のコロラリーとして，
生徒の「思想を受け取る権利」を承認した。そして，Tinker判決を引用し，その権利は「学校と
いう環境の特殊性」を考慮して適用されるとした。それゆえ，教室と学校図書館とを区別するべき
であり，学校図書館はまさにその「学校図書館の特殊性」ゆえに，生徒の「思想を受け取る権利」
の行使に適した場所として特徴付けられると述べた15。上訴人である教育委員会は，学校を通じて
共同体の価値を伝達する無制約な裁量を主張していた。しかし，相対多数意見は，そのような教育
員会の絶対的裁量は教室の中で行われるカリキュラムに関しては主張しうるが，学校図書館には妥
当しないとした。そして，Barnette判決を引用し，教育委員会は何らかの思想的に正統なものを
規定することはできず，教育委員会の図書を除去する決定がどのような動機に基づくか，というこ
とが問題になると述べた。それゆえ，修正第1条が禁止するものは，「思想の公的な抑圧（the　ofi－
cial　suppression　of　ideas）」であり，党派的動機にもとつく図書の除去は違憲であると判示した。
　4．Fraser判決（1986）
　Bethel　School　District　No．403　v．　Fraser（1986）16では，学校集会で生徒が下品な演説を行ったこ
とを理由に，学校がその生徒を懲戒処分することは，修正第1条で保障された生徒の表現の自由
を侵害するものではないとされた。被上訴人Matthew　N．　Fraserは，自治に関する教育プログラ
ムの一部である「学校が後援する（school－sponsored）」集会において，生徒会役員候補である仲
間の生徒を推薦する演説を行った。その演説では，「あからさまな性的隠喩（explicit　sexual
metaphor）」が用いられていた17。学校はそれを理由に彼を2日間の停学に処し，卒業式での卒業
14　1d．　at　2806－7．
15　1d．　at　2809．
16106S．　Ct．3159（1986）．
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演説者のリストから名前を抹消した。Fraserは学校の処分が彼の修正第1条で保障された権利を
侵害するとして，その処分の差止めと損害賠償を求めて，本件を提起した。ワシントソ州西部地区
連邦地裁は，被上訴人の請求を容認した。第9巡回区控訴裁は，連邦地裁の判決を容認した。そ
れに対し，連邦最高裁は原審判決を破棄差戻した。
　法廷意見は一方でTinker判決を引用し，公立学校内でも生徒は憲法上の権利を享有することを
認めた。他方で，アメリカにおける公教育の本質的な目的は，生徒に対する「『民主的政治制度の
維持に不可欠な基本的な価値の教え込み』」であると述べる18。それゆえ，生徒が憲法上の権利を
行使する利益と生徒に礼節ある態度を教え込む学校の利益とが比較衡量されなければならないとい
う。さらに，法廷意見は，「公立学校での生徒の憲法上の権利は，他の状況下での大人の権利と自
動的に同一の広がりを持つもめではない」と論じる19。そして，「民主的政治制度の維持に必要な
基本的価値」を教え込むことはまさに「学校の活動」であると述べた。それゆえ，「教室あるいは
学校集会での言論のいかなる方法が不適切であるのかという決定は完全に教育委員会次第であ
り」20，修正第1条は，そのような学校の決定権限を妨げないと判示した。
　5．Hazelwood判決（1988）
　Hazelwood　School　District　v．　Kuhlmeier（1988）21では，「学校が後援する」学校新聞から特定の
記事を削除した学校の決定が，その編集者である生徒の表現の自由を侵害するものではないとされ
た。Hazelwood高校では，生徒が編集者を務める学校新聞（Spectrum）が，ジャーナリズムの授
業の一部として発行されていた。校長は，その学校新聞のある号に掲載される予定であった2つ
の記事を問題視した。生徒が経験した妊娠に関する記事と，両親の離婚の生徒に対する影響に関す
る記事である。校長は，それを含む2ページをその号から全面削除する決定をした。それに対し
て，学校新聞の編集者を務めていた高校の元生徒（被上訴人）が，その校長の決定は彼らの修正第
1条で保障された権利に違反するという宣言判決と記事削除の差止め，さらに金銭的損害賠償を求
めて本件を提起した。ミズーリ州東部地区連邦地裁は，差止め請求を斥けた。第8巡回区連邦控
訴裁は，連邦地裁判決を破棄した。それに対し，連邦最高裁は，原審判決を破棄差戻した。
　法廷意見は，Tinker判決を確認し，個人的な生徒の言論に関しては，それが実質的な混乱を及
ぼさない限り制約されないとした。法廷意見は，Tinker判決とFraser判決を引用し，「学校内で
の生徒の修正第1条の権利は，r他の状況下での大人の権利と自動的に同一の広がりを持つわけで
はなく，』『学校という環境の特殊性に照らして』適用される」22と述べる。さらに，Fraser判決を
17　1d．　at　3161．
18　1d．　at　3163．
19　1d．　at　3164，
20　1d．　at　3164．
21108S．　Ct．562（1988），
22　1d．　at　567．
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確認し，教育委員会に教室や集会でのいかなる言論が不適切であるかを決定する権限を認めた。ま
た，本件の「学校が後援する」学校新聞は，「生徒に特定の知識あるいは技術を伝達することを意
図された」23カリキュラムの一部として特徴付けられると認定した。法廷意見は，そこでの生徒の
言論に対して学校はより広い権限を認められ，Tinker判決において確立された基準は適用されな
いと論じた。それゆえ，法廷意見は，「教育老は，その活動が正当な教育的関心と合理的に関連す
る限り，学校が後援する表現活動に関連して生徒の言論形態と内容に対する管理権を行使すること
で，修正第1条に違反することはない」24と判示した。
第2章連邦最高裁判例に対する従来の評価
　第1節Tinker判決に対する従来の評価　　法廷意見と反対意見との教育観の対立
　公立学校における生徒の憲法上の権利という問題に関して，アメリカでは，従来，Tinker判決
を基準にして論じられる場合が多い25。その後の諸判例は，Tinker判決と対比して論じられる。
Tinker判決は，公立学校における生徒の憲法上の権利とそれを制約する学校の権限との調整とい
う問題を初めて明確に認識した判例だからである。Tinker判決以前には，学校は生徒の行動を管
理するほぼ無制約の権限を有するものとされていた。学校の決定に対して裁判所はむやみに介入す
べきではないとされ，生徒の憲法上の権利が問題になる余地はほとんどなかった26。それに対して，
Tinker判決は，生徒が憲法上の権利を公立学校内でも行使しうることを初めて明確に認め，それ
は，「学校という環境の特殊性」を考慮した上で適用されるという一般的定式を確立した27。そし
て，生徒の言論が授業活動を実質的に混乱させる場合にのみその制約を認めるという比較的厳格な
審査基準（以下，「実質的混乱テスト」と呼ぶこととする）を適用した28。Tinker判決は，公立学
校における生徒の憲法上の権利という問題に関する試金石として取扱われている29。
　Tinker判決に関しては，従来，　Fortas裁判官による法廷意見とBlack裁判官による反対意見30
との対立がつとに指摘されてきた31。Fortas法廷意見は，公立学校で生徒に憲法上の権利を保障す
ることの重要性を説き，積極的な司法審査の必要性を主張するものとされる32。それゆえ，生徒の
表現行為の制約に関して比較的厳格な審査基準を確立した。それに対して，Black反対意見は，公
23　1d．　at　570．
24　1d．　at　571．
25See　e．g．，　Symposium：Twenty－Five　Years　After　Tinker：Balancing　Students’Rights，69　St．　John’s　Law　Rev－
　iew　365（1995）．
26See，　Developments　in　theLaw：ACADEMIC　FREEDOM，81　Harvard　Law　Review　1045，1128－1159（1968）．
27Tinker，89　S．　Ct．733，736．
28　1d．　at　783．
29Tinker判決以降，生徒に憲法上の権利行使を認める方向に議論が展開してきたことに関しては，　Bruce　C．
　Hafen＆Jonathan　O．　Hafen，　The　Hazelwood　Progeny：Autonomy　and　Student　Expression　in　the　1990’s　in
　Symposium　supra　note　25　at　379，387－392（1995）参照。なお，　Hafenは，この議論の方向には否定的であ
　る。また，参照　上原崇『アメリカの生徒の権利と義務一生徒指導への法的アプローチ』右信堂（1984）
　8～10頁。
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立学校内の規律・秩序を維持する広範な権限が学校に認められるべきであるとする33。Black反対
意見は，生徒の表現行為の制約に関して「合理的基礎の基準（rational　basis　test）」を暗示すると
される34。その審査基準は，政府の決定に対する徹底した司法介入の抑制を導くものである。これ
に関して，Erwin　Chemerinskyは，　Fortas法廷意見が生徒の憲法上の権利を積極的に保護するの
に対して35，Black反対意見は生徒による憲法上の権利行使を不可能にすると評価する36。
　このFortas法廷意見とBlack反対意見との対立には，根本的な教育観の相違が存するとされる
場合が多い。アメリカでは，公立学校における生徒の憲法上の権利という問題に関しては，多くの
場合，大きく分けて2つの立場から論じられる。アメリカでは，将来生徒が民主的社会の一人前
の成員となりうるように生徒を社会化することが公立学校の重要な目的として，伝統的に承認され
てきた37。しかし，民主的社会の成員として必要とされる特定の価値が，どのように公立学校で生
徒に対して伝達されるべきかをめぐっては意見の対立を生じてきた。大きく2つに分けるとする
ならば，学校の権威を重視する伝統的な権威主義的教育観と，生徒の自律性を重視する進歩主義的
教育観との対立である38。いわばこの点の教育観の対立が，生徒に対して憲法上の権利行使をどの
程度認めるのかという問題に直結する構造になっていると思われる。例えば，Richard　L．　Roe
は，「価値の教え込み型（value　inculcation　model）」と「思想の市場型（market　place　of　ideas
model）」との2つの立場が対立していると論じる39。「価値の教え込み型」では，公立学校におい
30Tinker，　Justice　Black　dissenting，89　S．　Ct．　at　741．　Black裁判官による反対意見の要旨は以下の通りである。
　法廷意見の判示は，学校が「生徒を管理する権限を最終的に連邦最高裁に移譲するまったく新しい時代」
　（Id．　at　741）の到来を知らせるものである。本件の腕章の着用行為は授業活動を「混乱」させるものではな
　かったが，生徒の集中力を通常の授業活動から逸らすものであった。そして，裁判所は，それを防ぐための
　学校の命令を生徒が拒否しうるとすべきではない。「学校の本来的概念は，子ども達がすべての年長者を教
　えることができるほどの経験と分別の域に未だ到達してはいないということであ」（ld．　at　745）り，生徒は
　学習に集中すべきである。そのために，公立学校には，「どの程度の自由な表現が学校内で許されるかを決
　定する」（Id．　at　745）十分な権限が与えられるべきである。また，「学校による懲戒は，子ども達を良き市
　民，より良き市民になるように訓練すること」（Id．　at　746）にとって重要である。それゆえに，生徒が「教
　員の命令，実際にはすべての学校の命令を拒否する」ことができるとはされるべきでなく，「連邦憲法がア
　メリカの公立学校組織の管理権を公立学校の生徒に引き渡すことを，教員，両親，公選の学校職員に強いて
　いると判断する」（Id．　at　746）ことには断固として反対する。
31この点を指摘する邦語文献としては，松原聡史「アメリカにおける生徒の表現の自由（2）一ティンカー判決
　以後の判例の分析を中心にして一」北海学園法学研究第37巻第2号185頁（2001）201－7頁。
32Erwin　Chemerinsky，　Students　Do　Leave　Their　First　Amendment　Rights　at　the　Schoolhouse　Gates：What’s
　Left　of　Tinker？，48　Drake　Law　Review　527，533（2000）．
33Tinker，　Justice　Black　dissenting，89　S．　Ct．　at　745－6．
34Chemerinsky，　supra　note　32　at　534．
35　1d．　at　530－2．
36　1d．　at　535．
37See　e．g．，Betsy　Levin，　Educating　Youth　for　Citizenship：The　Conflict　Between　Authority　and　lndividual　Rights
　in　the　Public　School，95　The　Yale　Law　Journa11647，1648　n．2（1986）．
38See　e．g．，　William　B．　Senhauser，　Note：Education　and　the　Court：The　Supureme　Court’s　Educational　Ideology，
　40Vanderbilt　Law　Review　939，942－949（1987）．
8
て生徒は特定の価値の教え込みの対象とみなされ，そのために学校には生徒の憲法上の権利を制約
するほぼ絶対的な権限が認められることになる。「思想の市場型」は，価値の教え込みを理由に生
徒の憲法上の権利を制約することは許されず，むしろ公立学校においても権利行使を自由にさせる
ことこそが民主的社会の成員の育成に適しているとする40。一般的に，連邦最高裁の諸判例も，以
下に述べるように，このような教育観の対立を基礎にして展開してきたと評価される。
　Tinker判決のFortas法廷意見によれば，公立学校は「全体主義の孤立した領土（enclaves　of
totalitarianism）」でもないし，「『同質的な市民を育成する』ために運営」されるわけでもない41。
さらに，「思想の市場」である公立学校では，生徒同土の対話が重要であるとされる。表現行為に
は，そのような教育的な価値があるとして，生徒の言論の自由を保障することの重要性が説かれて
いた42。それに対して，Black反対意見によれば，アメリカの社会に伝統的な「本来的な学校観」
とは，規律と秩序の保たれた権威的な環境である。さらに，生徒は未熟な存在であり，そのような
状態の者に言論の自由を行使させることに価値はないとされる。それゆえに，Black反対意見は，
学校には校内の規律を維持する十分な権限が認められるべきであると論じる43。このような論理展
開の相違に，教育観の対立が見られると評価される。
　例えば，Mark　Yudofは，　Tinker判決のFortas法廷意見にとっては，学校の作用とは，形式的
カリキュラムを実施することであるとする。「しかし，公立学校の任務を定義する他の方法がある」
とし，それは，「学校事業全体が［生徒の］社会化の道具である」とするようなBlack反対意見に
示されていると述べる44。また，Michael　Rebellによれば，　Fortas法廷意見の中には，ジョン・デ
ューイ的な民主的教育観にもとつくような言説が見られ，「Tinker判決のFortas裁判官の採用す
る修正第一条に関する見解はデューイ派の見解であった」。それに対して，Black反対意見は，エ
ミール・デュルケムと同じような教育学的見解にその起源を持つと述べる45。その教育観とは，
「子どもが自己の自律性を発展させることができるようにするための基礎として，諸価値を均質化
する」46ために公立学校を用いることを強く説くものである。
39Richard　L．　Roe，　Valuing　Student　Speech：The　Work　of　the　Schools　as　Conceptual　Development，79　California
　Law　Review　1269，1273－4（1991）．
40　1d．　at　1274－5．
41Tinker，89　S．　Ct．　at　739．
42　1d．　at　740．
431d．　Justice　Black　dissenting　at　745．
44Mark　Yudof，　Tinker　Tailored：Good　Faith，　Civility，　and　Student　Expression　in　Symposium　supra　note　25　at
　365，369　（1995）．
45Michael　Rebel1，　Tinker，　Hazelwood　and　the　Remedial　Role　of　the　Courts　in　Education　Litigation　in　Symposi－
　um　supra　note　25　at　539，545－6（1995）．
46　1d．　at　546．
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　第2節　Tinker判決後の諸判例に対する従来の評価　一一連邦最高裁の教育観の変遷一一
　この教育観の対立がその後の判例の展開にも影響を与え，その判決の結論を左右していたと論じ
られる。例えば，Anne　Proffitt　Dupreは，　Tinker判決以降，連邦最高裁は，「社会の再構成型
（social　reconstruction　model）」（Fortas法廷意見）と「社会の再生産型（social　reproduction　model）」
（Black反対意見）という2つの公立学校観の間でその立場を決めかねてきたと述べる47。また，
William　B．　Senhauserによれば，連i邦最高裁において，現在では，　Fortas法廷意見で採用されて
いた「進歩主義（progressive）」・イデオロギーの教育観が放棄され，「文化伝達（cultural　trans－
mission）」・イデオロギーの教育観（Black反対意見）が採用されているという48。
　Pico判決では，生徒の憲法上の権利の重要性が強調され，「生徒の思想を受け取る権利」が承認
された。そこでは，生徒が「美と静寂の場所」である図書館において自発的な探求をすることの教
育的価値が説かれていた。他方で，生徒に民主的な社会の成員として必要な価値を教え込むことの
重要性も主張されていた。そのために，学校は，カリキュラムに対するほぼ絶対的な権限を有する
と論じる49。Senhauserによれば，そこには上記の対立的な二つの教育観が混在しているとい
う50。また，Tinker判決と同様に，生徒の表現行為に対する規制が問題となったFraser判決と
Hazelwood判決についても，特定の教育観が影響していると評価される。　Fraser判決では，公立
学校の生徒が憲法上の権利を享有することが承認されたが，その生徒の権利は学校内での特別な制
約を被るということが強調された。また，Fortas法廷意見で確立された「実質的混乱テスト」を
適用せず，「学校が後援する」生徒の言論に関しては，より緩やかな比較衡量によるべきだと論じ
る。そこでは，学校の決定に対する司法介入の抑制が説かれていた51。また，Hazelwood判決は，
「実質的混乱テスト」の適用範囲を生徒の個人的言論に限定した。そして，カリキュラム内での生
徒の言論には，その制約が「正当な教育的関心と合理的に関連する」場合には合憲であるという緩
やかな審査基準が適用された52。Chemerinskyによれば，この審査基準は，　Black反対意見に見ら
れた「合理的基礎の基準」と同様のものである53。これら2つの判決は，Tinker判決を明示的に
覆していはいない。しかし，生徒の表現行為に対する「実質的混乱テスト」の適用範囲を限定し，
学校の決定に対する司法的抑制の必要性を強調する。これら2つの判決で，連邦最高裁は，公立
学校における生徒の表現の自由から，学校の権威性の必要にその強調点を転換したと評価される54。
Bruce　C．　HafenとJonathan　O．　Hafenによれば，　Fraser判決は，生徒の憲法上の権利を重視する
47Anne　ProHitt　Dupre，　Should　Students　Have　Constitutional　Rights？Keeping　Order　in　the　Public　Schools，65
　The　George　Washington　Law　Review　49，75（1996）．
48Senhauser，　supra　note　38　at　941－2．
49Pico，102　S．　Ct．2799，2806－9．
50Senhauser，　supra　note　38　at　965－72．
51Fraser，106　S．　Ct．3159，3163－6．
52Hazelwood，108　S．　Ct，562，567，571．
53Chemerinsky，　supra　note　32　at　538．
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Tinker判決から，学校の権威を重視するHazelwood判決への転換点である55。さらに，そこで
は，生徒に民主的な価値を教え込み，社会化することの重要性が説かれ，それゆえに，学校は広範
な権限を認められるべきだと論じられた56。それは，Black裁判官的な教育観が反映された結果で
あると評価される57。
　以上のように，本稿で取り上げた諸判例の展開は，Tinker判決のFortas裁判官的な教育観から，
Black裁判官的な教育観への変遷という視点で分析されることが多かった。この従来の議論状況で
は，連邦最高裁の諸判例に何らかの統一的な理論を見出そうとする試みはなされてこなかった。
第3章連邦最高裁の統一的理論 James　E．　Ryanによる諸判例の再解釈
　第1節　分析の視点
　諸判例の展開を相互に対立するものとする従来の判例解釈に対して，James　E．　Ryanは，公立
学校の2つの機能を区別して諸判例を分析する58。すなわち，「アカデミックな機能（academic
function）」と「社会的機能（social　function）」との区別である。　Ryanによれば，公立学校の第一
次的機能は，生徒に対して特定の科目に関する知識や職業的技術を伝達するアカデミックな機能で
ある。他方で，公立学校は，生徒の社会化や人種差別是正などの道具として，社会的機能をも果た
してきた。以下で詳述するように，Ryanは，このような視点から諸判例を分析することで，連邦
最高裁の判断の中に統一的理論（unifying　theory）が採用されていると主張する。すなわち，公立
学校のアカデミックな機能をその他の社会的機能と区別し，前者を特別視する（privilege）59アプ
ローチである。
　第2節　RYanによる判例解釈
　Ryanは，生徒の言論の性質と言論制約の目的にそくして諸判例を分析する。　Ryanは，まず，
Barnette判決を分析する60。　Barnette判決では，国旗敬礼儀式が，教育的価値をではなく，国民的
541d．　at　539；Roe，　supra　note　39　at　1284，1288；Andrew　D．　M．　Miller，　Balancing　School　Authority　and　Student
　Expression，54　Baylor　Law　Review　623，633－4（2002）．また，この点を指摘する邦語文献としては，井上徹
　也「学校における子どもの表現の自由　　アメリカ合衆国最高裁判所の判例をめぐって　　」同志社法学
　第52巻5号31頁（2001）80頁参照。
55Hafen＆Hafen，　supra　note　29　at　393．
56Fraser，106　S．　Ct．　at　3163，3164．「〔民主的な〕諸価値の教え込みは，まさに『学校の活動』である。」（Id．　at
　3163）；Hazelwood，108　S．　Ct．　at　570．
57Senhauser，　supra　note　38　at　971－8；Dupre　supra　note　47　at　83－5．
58Ryan，　supra　note　4　at　1340．
59「特別視する」とは，“privilege”の訳であるが，本稿では，生徒の憲法上の権利に対する学校内での特別な
　制約を正当化する要素として，公立学校のアカデミックな機能に，憲法上の「特別な地位を与える
　（privilege）」ということを意味するものとして使用している。文脈に応じて，「特別視する」，「特別扱いす
　る」と訳し分けた。
60Ryan，　supra　note　4　at　1346－8．
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統一性を助長するものとして，教育委員会により採用されたと認定された。さらに，民主的価値に
ついて教えることと，それらの価値を生徒に強要することとを区別した。前老は許容されるが，後
者は絶対的に禁止される。Ryanは，これらの点が重要であるとする。すなわち，連邦最高裁は，
本件での学校による生徒の言論制約（信念に反する儀式への参加の強制）を，アカデミックな目的
というよりも社会的な目的に役立つものとして分類したということである。この前提にもとつい
て，連邦最高裁は学校に謙譲的態度を示さず，生徒の権利を市民一般の権利と区別しなかった。
　Ryanは，　Barnette判決と同様の構造がTinker判決の分析においても明らかにされると主張す
る61。Tinker判決では，「実質的混乱テスト」が確立された。すなわち，　Barnette判決と同様に，
生徒の言論が授業活動を混乱させない場合，つまり公立学校のアカデミックな機能とは関連しない
限定的な状況では，学校の権限が他の州公務員に比べて大きくなることはない。生徒の権利は，他
の一般市民が保持する権利と同様のものである。他方で，その言論が授業を混乱させる場合には，
その生徒の言論を制約する学校の権限は拡大する。すなわち，Tinker判決では，学校は，そのア
カデミックな機能を保護するために活動する場合には，生徒の言論の自由を制約するために，他の
州公務員が有するよりも広範な権限を有することが明らかにされた。
　Ryanは，第3にPico判決を分析する62。相対多数意見は，学校がカリキュラムに対する広範な
管理権を行使できなければならず，カリキュラムを通じて，生徒に共同体の価値を教え込みうるこ
とを承認する。しかし，相対多数意見は，学校図書館を，生徒の「自発的な探求」の場所として通
常の授業とは異なった機能を果すものと特徴付けた。それゆえ，図書館では生徒により多くの自由
が認められるべきであり，その自由を制約する学校の権限はカリキュラムに対するよりも制限され
るべきであると述べる。Ryanは，　Pico判決に関しては価値の教え込みに関する議論を検討するこ
とが有益であると論じる。相対多数意見は，学校がカリキュラムを通じて生徒に価値を教え込む広
範な権限を有することを承認する。しかし，だからといって生徒の言論の自由に対する制約を正当
化するほど，価値の教え込みそれ自体を憲法上特別扱いされる目的とはしていない。なぜなら，価
値の教えみが特別視された目的であるならば，学校はカリキュラムにおいても図書館においても同
一にそれを行いうるはずであり，相対多数意見がそれらを区別した必然性がないからである。
Ryanによれば，相対多数意見は，価値を教え込むということが教育という作用にとって不可避的
な要素であるということを示唆する。教員は，何らの価値選択もなしに，情報を選択し，それを生
徒に伝達することはできない。それゆえ，教員のアカデミックな決定を保護し，それが常に司法的
監督に服するという危険を回避するためには，ある程度の価値の教え込みは許容されなければなら
ない。つまり，Pico判決では，価値の教え込みは，学校のアカデミックな機能（カリキュラム決
定）と結びつくときにのみ特別扱いされることが示唆された。相対多数意見は，学校にカリキュラ
ムを通じた価値の教え込みに関する広範な権限を承認する一方で，図書館をそのような学校のアカ
611d．　at　1348－9．
62　1d．　at　1350－5．
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デミックな機能とは独立したものと認定した。それゆえに，相対多数意見は，図書館に関する学校
の権限はいくぶん制限されると判示した。
　Ryanは，第4にFraser判決を分析する63。　Ryanは，従来の評価とは異なり，　Fraser判決を上
記の生徒の言論に関する3つの判例と結びつける方法があると主張する。Fraser判決は，本件の
法ルールが学校内での生徒の言論すべてに適用されることを意図していない。例えば，生徒が本件
と同様の下品な言論を，学校のカフェで友人たちに向けなした場合にも，学校はその生徒を処罰し
うるとはされていない。その代わり，連邦最高裁は，本件の生徒の言論が，「学校が後援する」教
育プログラムの一部である生徒集会でなされたものである点を強調する。Ryanは，この点で，
Fraser判決とPico判決との構造は類似したものであると述べる。すなわち，　Pico判決の相対多数
意見は，学校図書館が教室とは区別されるものとみなし，それゆえ，図書館に関する学校の権限
は，通常よりも制限されると論じる。同様に，Fraser判決は，学校に「教室，または学校集会」
での適切な言論のマナーを決定しうる権限を認めることで，学校集会を教室の拡張部分とみなし，
それゆえに，学校集会での学校の広範な権限を承認した。さらに，このような生徒の言論と学校の
教育活動との関連性が強い場面において，本件の生徒の言論が混乱を引起したと認定した。この限
りで，Fraser判決は，上記のTinker判決とも一貫したものである。
　Ryanは，最後にHazelwood判決を分析する64。　Hazelwood判決では，生徒の言論に対する制約
を審査する明確な基準が確立された。カリキュラムに関連しない活動内での生徒の言論には，
Tinker判決で確立された「実質的混乱テスト」が適用される。他方，カリキュラムの範囲内での
「学校が後援する」生徒の言論には，学校による生徒の言論に対する制約が「正当な教育的関心と
合理的に関連する」場合には合憲であるという審査基準が適用される。カリキュラムとは，教職員
によって監督され，特定の知識・技術を伝達することを目的とした活動である65。法廷意見は，カ
リキュラム内では，教育老は，そこで目的とされた事柄を生徒に伝達する十分な権限を有しなけれ
ばならないと述べる。Ryanによれば，それゆえに，裁判所は，カリキュラム内でなされた生徒の
言論に対する制約には，学校により謙譲的態度を示す基準を適用しなければならない，と判示され
た。
　Ryanは，これらの判例の諸要素を組み合わせると，次の5点が重要であると指摘する66。すな
わち，①連邦最高裁は，生徒の言論制約に関して学校という環境に特別に適用される審査基準を確
立した。②これらの審査基準は，政府の他の公務員による言論制約に適用される基準よりも，学校
63　1d．　at　1355－7．
64　1d．　at　1357－9．
65Hazelwood，108　S．　Ct．562，　570．「学校が後援する出版，演劇作品，あるいは公衆が学校の承認をえていると
　認識する他の表現活動」は「教職員によって管理され，特定の知識・技術を参加者や聴衆である生徒に伝達
　することを意図される限り，それらが教室という伝統的な状況で生起しようとしまいと，まさにカリキュラ
　ムの一部として特徴付けられる。」
66Ryan　supra　note　4　at　1359．
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により謙譲的態度を示すものである。③確立された審査基準それ自体も，生徒の言論がカリキュラ
ムの範囲内で生じたものか，その範囲外で生じたものかによって変化する。前者の場合にはより謙
譲的な態度を示す基準を適用される。連邦最高裁は，カリキュラムに関連する活動を保護すること
で公立学校のアカデミックな機能を特別扱いしている。④カリキュラム外での場合にも，生徒の言
論が授業活動を混乱させる場合には規制しうるとされ，審査基準が公立学校のアカデミックな機能
と結び付けられている。⑤Barnette判決は，生徒の憲法上の権利と大人の権利とを区別しなかっ
た唯一の判例である。そこで問題とされた国旗敬礼儀式は，教育的目的を有しない国民的統一性と
いう社会的目的を促進することが意図されていた。
　Ryanは，以上の分析から，公立学校における生徒の言論の自由に関連する諸判例では，学校は
「カリキュラムに関連する活動，すなわち，アカデミックな機能を保護するために生徒の言論を制
約しうるという認識」67が共有されていると主張する。すなわち，これらの諸判例では，公立学校
が社会的機能（生徒に対する価値の教え込み）を果している場合と，アカデミックな機能（知識・
技術の伝達）を果している場合とが区別された。そして，生徒の活動と公立学校のアカデミックな
機能との関連性が強まれば強まるほど，学校が生徒の言論の自由を制約することが許されやすくな
っている。Ryanは，その意味で，連邦最高裁は公立学校のアカデミックな機能を特別視するアプ
ローチを採用しており，これらの諸判例は一般に評価されるよりも一貫したものである，と主張す
る68。
　第3節統一的理論の有用性
　上記のような連邦最高裁のアプローチは，実際に，公立学校と生徒の憲法上の権利とに関連する
事件を判断する際の有用な指針となりうるのであろうか。Ryanは，この連邦最高裁のアプローチ
が一般的に弁護に値するものであるとし，さらに，想定されうる2つの批判に答えている。
　1．連邦最高裁のアプローチの一般的弁護
　Ryanは，連邦最高裁のアプローチを弁護しうる前提として，次の二点を指摘する69。第一に，
生徒に学校の外と同じように憲法上の権利を行使させることを許すならば，公立学校はその効果的
運営を確保しえない。例えば，生徒が教室で公園にいる時と同じように好きなことを発言できるな
らば，授業は成り立たない。第二に，公立学校で生徒を教育するという目的は，その目的を阻害す
る生徒の憲法上の権利を制約する十分な正当化事由となりうる。例えば，教員が選択した学習内容
と生徒自身が自由に選択した学習内容とのどちらを，生徒は学習すべきかといったら，それは前者
が選択されるべきである。すなわち，「学校公務員は，公立学校の安全かつ効果的な運営を確保す
67　1d．　at　1413．
681d．
69　1d．　at　1424．
一14一
るために，生徒の憲法上の権利を制約する権限を有する」70ということである。Ryanは，このこ
とを認めるならば，問題は「いかなる状況下で，生徒の憲法上の権利は制約されるべきか」71であ
るとする。この点で，学校に白紙委任状を与えることは不合理である。なぜなら，学校が，黒人生
徒や女子生徒を差別し，カトリックを援助し，生徒を恣意的に停学にできるとは思われないからで
ある。学校は，少なくとも，その活動を公立学校の目的・任務に関連するものとして正当化せねば
ならない。
　それゆえに，生徒を教育するという目的と生徒の憲法上の権利を保護するという目的とを調和さ
せるためには，「公立学校の真の目的をその範囲の外にある諸目的から区別せねばならない」72。こ
の点に関して，Ryanは，連邦最高裁のアプローチを弁護する73。なぜなら，公立または私立の如
何を問わず，いかなる学校も，生徒に知識・技術を伝達することを目的とするからである。その点
で，このアカデミックな機能は，学校を施設として独特のものにする。学校は，そのアカデミック
な機能さえ保持するならば，他の社会的な機能を取り除いたとしても依然として学校たりうる。し
かし，アカデミックな機能をもたない学校は存在しえない。それゆえ，このアカデミックな機能を
保持することは，学校にとって決定的な重要性を有する。アカデミックな機能を促進する場合に，
学校の活動がより厚く保護されることは合理的である。反対に，学校が他の社会的な機能を果すた
めに活動する場合には，学校は他の政府施設と類似する存在になる。それゆえ，通常の政府活動を
審査する憲法上の基準が適用されるべきである。このような理由で，連邦最高裁のアプローチは必
然的に弁護しうるものとなる。
　2．連邦最高裁のアプローチに対する批判への回答
　Ryanは，この連邦最高裁のアプローチに対する批判として，以下の2つのものが想定されうる
とする。そして，これらの批判は，確かに厳しいものであるが，答えることのできないものではな
いと主張する74。まず，第一の批判として，アカデミックな機能と社会的な機能との区別の曖昧さ
が想定される75。この区別が曖昧であるならば，それは裁判所や立法者によって有用な指針たりえ
ない。さらに，裁判所の実質的な意図も隠されてしまうことになるであろう。しかし，伝統的な教
科について生徒に特定の知識を伝達するような学校の中核的なアカデミックな機能と，人種統合政
策のような他の社会的な機能とは容易に区別されうる。その点で，この区別が全く有用性をもたな
いわけではない。いかなる分類にもその境界における曖昧さはつきものであり，操作される可能性
がいくらか残るのはやむをえない。問題は裁判所によるその区別の実際の取り扱い方である。そし
701d．
711d．
72　1d．　at　1425．
73　1d．　at　1425－6．
74　1d．　at　1426．
751d．　at　1426－9．
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て，連邦最高裁の過去の諸判例は，この区別が有用な指針たりうることを示すのに十分一貫したも
のであった。それゆえ，この区別が連邦最高裁の判断を多少なりとも制約しうるものであり，実際
に連邦最高裁がこの区別を真剣に取扱ってきたことが強調されるべきであると主張する。
　第二に，歴史的な伝統と教育哲学に基づく批判が想定される76。公立学校は，歴史的に生徒を社
会化する任務を果してきた。多くの教育哲学者77は，生徒に民主的な社会の成員としての社会的な
素養を養わせることの重要性を強調する。第二の批判とは，このような公立学校の社会的な機能
を，アカデミックな機能と同程度に重要であるとみなすことで，連邦最高裁のアプローチそれ自体
を疑問視するものである。しかし，公立学校の社会的な機能に関しては，様々な論者により様々な
形で長く議論されており見解の一致をみる見込みはない。公立学校において生徒に価値を教え込む
ことの当否に関して見解の一致を見ないばかりでなく，それを肯定する論者の間でさえ教え込まれ
るべき価値とは何かに関して見解が一致していない。それに対して，学校のアカデミックな機能を
特別扱いすることに関しては，より広い同意を得やすいものである。すなわち，「学校は教員が教
えることができ，生徒が学ぶことができることを確保するための権限を有するべきである」78とい
う主張である。連邦最高裁のアプローチは，アカデミックな機能のみを特別視することで，生徒の
憲法上の権利を制約する根拠を限定することに役立つ。
　Ryanは，公立学校に関する諸判例の分析を通じて，ほとんどの裁判官が学校の第一次的な目的
を生徒の教育であるとしている点が見えてくると指摘する。連邦最高裁は，個々の事件において，
この抽象的な原則を具体的な問題に当てはめることを試みてきた。その具体的な問題とは，学校図
書館の性格付けなどであった。Ryanは，このような連邦最高裁の試みが，中立的で価値判断を免
れたまったく非難しえないものであるとするのではない。Ryanは，それはただ弁護に値する
（defensible）とだけ主張する79。
おわりに　一Ryan理論の有用性
　本稿で取り上げた5つの判例に関しては，従来，上記のように生徒の憲法上の権利を重視する
方向から，学校の権威性を重視する方向への変遷という視点から分析される場合が多く80，なんら
76　1d．　at　1429－31．
77See，　id．　at　1429　n．407．
78　1d．　at　1431．
79　1d．　at　1431－2．
80言論の自由以外の生徒の憲法上の権利に関して，アメリカ連邦最高裁では，生徒は停学（Goss　v．　Lopez，95
　S．　Ct．　729（1975））や体罰（lngaraham　v．　Wright，　97　S．　Ct．　1401（1977））に先立って告知と聴聞を受ける権
　利（修正第14条）を保障されているのか，持物検査（New　Jersey　v．　T．LO，105　S．Ct．733（1985））や薬物検
　査（Vernnia　School　District　47J　v．　Acton，115　S．　Ct．2386（1995））に関して不当な捜索押収を受けない権利
　（修正第4条）を保障されているのかなどが問題とされた。これらの諸判例に関しても，生徒の憲法上の権
　利を重視する方向から，学校の権威を重視する方向への変遷が指摘されている（Chmerinsky，　supra　note　32
　at　539－41；Miller，　supra　note　54　at　637－40．）。しかし，　Ryanは，これらの諸判例にも，本文で述べたアカデ
　ミックな機能を特別扱いするという統一的理論が見出されると主張する（Ryan，　supra　note　4　at　1414－7）。
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かの一貫した理論を見出そうとする試みは今までなされてこなかった81。それに対して，Ryan
は，上記のようにこれらの諸判例に統一的な理論を見出している。この点で，この分野に新たな視
点を提供する。もっとも，Ryanによる判例解釈が正確なものであるかどうかに関しては一考を要
する。というのも，生徒の言論の自由に関する諸判例については，もっとも古いものが1943年の
Barnette判決であり，最新のものが1988年のHazelwood判決である。その間の約40年間には，多
くの政治的変遷や裁判官構成の変遷があった。連邦最高裁判例は，そのような影響を受けやすいと
される82。その意味で，これらの要因に触れずに諸判例の中に統一的理論を見出そうとすることに
は無理があるのではないかとも考えうる。そして，実際に，それぞれの判決で裁判官が採用する教
育観には変遷が見られ，それが判決の結論を左右しているのではないかと思われる面も存する83。
連邦最高裁内部での教育観の対立という要素をまったく捨象して，判例を解釈することは妥当では
ないであろう。しかしながら，そのような教育観の対立を超えた部分でのいわばベースラインとし
て，アカデミックな機能の特別視を見出すことはできているのではないだろうか。
　また，Ryanが提示する統一的理論は，連邦最高裁判例を肯定的に解釈することから帰結された
ものである。その利点は，裁判所に受け入れられやすいことである。しかしながら，連邦最高裁が
アカデミックな機能を特別視するアプローチを採用しているとしても，そこから導かれた判示や結
論がすべて妥当なものであったとは必ずしもいえない。例えば，Hazelwood判決に関していえ
ば，カリキュラムに関連する広範な学校の裁量権が認められた点にアカデミックな機能の特別視が
見出されていた。しかしながら，「学校が後援する」活動と定義されるそこでのカリキュラムの概
念はきわめて広範であり，学校内での活動をほとんどすべて包摂しうるという評価もある84。その
ような定義において，学校に広範な裁量権を認めることは，生徒の憲法上の権利保障にとって危険
であるとも言えるであろう。また，その定義次第では，生徒に対するどんなにあからさまな価値強
制であっても，カリキュラム内であるならば許されるとされかねない。もっとも，Ryanもこの点
は意識していると思われ，それゆえに，連邦最高裁の統一的理論を，単に「弁護に値する」とする
に留まるのであろう。
　しかし，それにもかかわらず，Ryanのアプローチには，「はじめに」で述べた調整問題の解決
81日本でも，本稿の取り上げた5つの判例はすでに多くの論文で紹介・分析されているが，Ryanのように統
　一的な理論を見出そうとする試みは見られない。例えば，参照　世取山洋介「アメリカ公立学校と市民的自
　由一公民教育法における修正第一条法理の展開」『教育法学と子どもの人権』市川須美子・安達和志・青木
　宏治編125頁三省堂（1999），井上・前掲注54，松原・前掲注31。
82デイヴィッドM．オブライエン著　木下毅・川田ひろ訳「アメリカ合衆国最高裁判所一ウォーレンからバー
　ガそしてレーンクイストヘー」アメリカ法［1987－2］279頁。
83本稿第2章第2節参照。
84Martin　H．　Redish＆Kevin　Finnerty，　What　Did　You　Learn　in　School　Today？　Free　Speech，　Values　Inculcation，
　and　the　Democratic－Educational　Paradox，88　Cornell　Law　Review　62，105－6（2002）（Ryan論文に言及し，
　Hazelwood判決でのカリキュラムの定義は，実際には，　Ryanがカリキュラムを知識・技術の伝達と定義し
　たよりも広いものであるとする。）；Roe　supra　note　39　at　1287－8．
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にとっての理論的魅力を感じる。上記のように従来の議論は，生徒を，民主主i義社会の成員として
社会化するためには，どのような教育が施されるべきか，ということを中心に議論が展開されてい
た。それは，Ryanの言うところの公立学校の「社会的機能」をめぐる争いであったともいいうる。
そのような従来の議論は，最終的には各論者の教育観の相違に還元されがちであった。それに対し
て，Ryanのアプローチは，公立学校の果たすべき最低限の機能は何かを問う。　Ryanによれば，
それは知識・技術の伝達という「アカデミックな機能」である。その点で，従来の議論の中心であ
った公立学校の「社会的機能」をめぐる争いを避け，従来の議論とはいくらか次元の異なるもので
ある。生徒の憲法上の権利は，それ自体価値のあるものである。それゆえ，その保障程度が各論者
の様々な教育観の相違によって左右されてしまうことは，必ずしも望ましくはないと思われる。さ
らに，実際に，公立学校の最低限の機能として，「アカデミックな機能」を想定することに反対す
る論者は，少ないのではなかろうか。その意味で，Ryanのアプローチは，それ自体価値のある生
徒の憲法上の権利が過度に制約されることを防ぎつつ，公立学校における最低限の教育的作用をも
確保することを目指す理論であるといいうる。
　特に，公立学校における生徒への特定の価値の教え込みのあり方に関して，理論的示唆を与え
る。この論点は，従来のアメリカの議論では各論者間の対立が特に激しい分野である85。この点に
関して，Martin　H．　RedishとKevin　FinnertyもRyanのアプローチを援用し，その理論的妥当性
を検討している86。教育は，特定の意図をもって生徒の精神的作用に働きかけることを本質的特徴
とする。そこでは，教えられるべきもの教えられるべきでないものに関する選択がなされなければ
ならず，一定の価値の教え込みを不可避的に伴う。しかし，それが生徒に対する特定の価値観の強
制となる場合には，生徒の思想・良心の自由は極めて大きな損害を被ることになるであろう。学校
を通じて，価値の教え込みが生徒に対して無制限に認められるとするのは危険である。一方で，公
立学校における教育を無意味にせず，他方で，生徒の思想・良心の自由を無意味にしないというこ
とが求められる。この調整はどのようになされるべきであろうか。この点，Ryanのアプローチ
は，公立学校が果すべき最低限の機能であるアカデミックな機能を特別扱いする。知識・技術の伝
達ということにかかわる限りで，価値の教え込みを理由に生徒の憲法上の権利を制約することを許
容する理論である。公立学校がその最低限の機能を果しうることを確保しつつ，生徒の思想・良心
の自由への危険を最小限にとどめることを可能にする一つの手段となりうるのではなかろうか。
　また，Ryanのアプローチの柔軟性にも注目すべきである。学校内においても，生徒の憲法上の
権利が行使される場面は様々であろう。例えば，生徒の授業中の発言と休み時間中の発言に関し
て，同様の取扱いがなされることは不合理である。この点，Ryanのアプローチは，どのような機
85See　e．g。，　Levin　supra　note　37；Roe，　supra　note　39；Redish＆Finnerty，　supra　note　84；Susan　H．　Bitensky，　A
　Contemporary　Proposal　For　Reconciling　the　Free　Speech　Clause　With　Curricular　Values　Inculcation　in　the
　Public　Schools，70　Notre　Dame　Law　Review　769（1995）；Stanley　Ingber，　Liberty　and　Authority：Two　Facets
　of　Inculcation　of　Virtue　in　Symposium　supra　note　25　at　421．
86Redish＆Finnerty，　supra　note　84．
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能を公立学校が果たしているかという視点から，生徒の憲法上の権利が行使される様々な場面を区
別する。そして，公立学校がその本質的機能（アカデミックな機能）を果たしている場面でのみ，
生徒の権利制約が正当化される。その意味で，学校・教員に十分な裁量が認められる必要がある場
面や，その必要のない場面を適切に区別し，様々な場面に柔軟に対応しうる。
　以上のことから，Ryanの統一的理論には，単に裁判所に受け入れられやすいということに留ま
らない理論的な魅力を感じる。この理論を基礎に，さらに考察を深めることで得られるものは多い
のではなかろうか。また，そうすることが日本での同様の議論にも示唆を与えることになると思わ
れる。例えば，生徒の表現活動（日本国憲法21条）に関して，Ryanの「社会的機能」と「アカデ
ミックな機能」との区別を敷術してみれば，学校内での活動と学校外での活動，あるいは学校内で
の活動であってもそれが知識・技術の伝達にどの程度の関連性を有する活動かによって区別して考
えられるべきであろう。なぜなら，学校のアカデミックな機能とどの程度の関連性を有するかによ
って，憲法上の審査基準が異なるべきだからである。学校のアカデミックな機能との関連性が強ま
れば強まるほど，生徒の表現の自由規制に関する審査基準は緩やかなものになる。反対に，学校の
社会的な機能との関連性が強まれば強まるほど，審査基準は厳格なものになる。
　生徒の学校外での活動は基本的には学校での教育に関わらないものであり，それへの制約は「社
会的な機能」を果たすものであろう。学校は，学校外で法律などによって子どもに対して課すこと
ができないような制約を生徒の表現活動に対して加えてはならない。学校が生徒の学校外の表現活
動を規制する権限はきわめて弱いものである。学校外では，バイオリンをやることも，パソク・ロ
ックバソドを楽しむことも生徒の自由であり，学校が干渉する問題ではない。学外の集会で政治的
問題について発言することも，もちろん憲法上保障されている。例えば，昨年のイラク戦争に関連
して日本でも高校生が大規模な集会を企画し，反対デモを行ったりしていたが87，そこに参加した
生徒に対して学校が何らかの不利益を被らせることは基本的にはできない。学校内の活動であって
も，知識・技術の伝達に関連しない場面（休み時間等）であれば，生徒が何を話していても，何を
読んでいても自由であろう。夏目漱石を読むことも，少年ジャソプを読むことも，それは生徒の趣
味の問題であり，学校が干渉すべき事柄ではない。逆に，授業中に勝手気ままな発言をする生徒の
言論を止めさせることは，当然に，生徒の表現の自由を侵害するものとはならない。そこでは，特
定の知識・技術を生徒に伝えることが目的とされており，そのために授業を混乱させるような言論
を規制する必要があるからである。これらの学校内の生徒の表現活動に関しては，Tinker判決で
確立された「実質的混乱テスト」が有用であろう。さらに，例えば作文の授業では，教員は生徒の
作文を内容に踏み込んで細かく添削できなければ，授業としての効果をあげることができないであ
ろう。そこでは，生徒の表現の自由を認める余地はほとんどない。なぜなら，そこでの教員の活動
はまさにアカデミックな機能そのものであり，強い裁量性が認められるべきだからである。そうす
87「高校生ら渋谷で集会　反戦へそうさ僕らも」r朝日新聞』2003年3月22日朝刊。
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ることが，いわゆる生徒の「学習権」（日本国憲法26条）を充足することにもつながるであろう。
そのような学校のアカデミックな活動との関連性が強い場面での生徒の表現の自由に対する制約に
は，Hazelwood判決で適用されたような緩やかな審査基準が有用性を発揮するであろう。この場
面では88，教員の活動が「正当な教育目的と合理的に関連する」限り，生徒の言論に対する制約は
合憲とされるべきである。加えて，近頃，校長が学校統合に反対する生徒会新聞の発行を取りやめ
させたということが新聞報道されていたが89，そのことの合憲性に関しても，その生徒会新聞が，
授業活動の一環として発行されるものであったのかどうかなどのきめ細かい事実認定により，学校
のアカデミックな機能との関連性をどの程度有するものであったのかを見極めていくことが必要と
されるであろう。もし，学校のアカデミックな機能との関連性が希薄な場面で生徒会新聞の発行が
企画されていたのであれば，それは，授業活動を実質的に混乱させることがない限り，認められる
べきであったろう。反対に，授業活動の一環として発行されるものであったならば，発行を取りや
めさせる校長の決定が，「正当な教育目的と合理的に関連する」ものであったのかどうか，が問わ
れるべきであったろう。
　また，憲法上の権利として認めることには争いがあるが，頭髪，服装，自動車免許取得等の規制
に関しても，それらの規制と学校のアカデミックな機能との関連性は希薄であり，基本的には社会
的な機能を果たすものであろう。それらを規制する学校の権限は，そもそも合理性を欠くことが認
識されるべきであるgo。さらに，近年，日本では教育委員会等により，学校での「日の丸・君が代」
指導の強化が図られているが91，それは明らかにRyanの言うところの「社会的な機能」を果たす
ものであろう92。それは，知識・技術の伝達を目的とした学校の本質的機能とは関わらないもので
あり，その指導には自ずから限界があることが自覚されるべきである。ましてや，それが生徒に対
する特定の価値観の強制となる場合には，生徒の思想・良心の自由（日本国憲法19条）を侵害す
88Hazelwood判決では，カリキュラムと特徴付けられる活動内においては，緩やかな基準が適用されるとされ
　ていたが，そのカリキュラムとは，「生徒に対する特定の知識・技術の伝達を目的とした活動」と厳格に解
　釈されるべきである。上記のように，単に形式的にカリキュラムとされる活動内すべてで学校の広範な裁量
　権を認めたのでは，Ryanの理論も生徒の表現の自由を保護するものとはなりえない。
89「校長，生徒会新聞の発行を一時差し止め」『朝日新聞』2004年10月2日朝刊（香川版）。
go日本国憲法の枠内で解釈論として論じるのであれば，学校・教員の教育権（26条で保障された生徒の「学習
　権」を充足するために認められる）が生徒の行動に対してどこまで及ぶのかという問題として論じることが
　できる。
91「入学式，卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について」東京都教育長通達（2003年10月23日付）
　参照　宮村博「教育における強制一『日の丸・君が代』強制問題と思想良心の自由，および教育の自由」季
　刊教育法No．14152頁（2004）。
92国旗・国歌の指導は，「学習指導要領」に定められているものであり，それに従い教育過程を編成すべしと
　されている以上は，これらの指導は，カリキュラムの一部であると主張されるかもしれない。しかし，その
　真の狙いは，「国を愛する心」や「公共の精神」の酒養であろう（臨時教育審議会「新しい時代にふさわし
　い教育基本法と教育振興基本計画の在り方について（答申）」2003年3月20日）。その指導は，国家や社会に
　対して個人がどのような感情を持つべきかという問題に関わり，知識・技術の伝達を目的としたものではな
　い。
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るものである。この点に関しては，上記のアメリカにおける「価値の教え込み」に関する議論が参
考になるであろう93。前述のように，Ryanの理論では，生徒に対する特定の価値の教え込みが許
されるのは，知識・技術の伝達と関連する限りでのみである。
93これに関しては，さしあたり，前掲注85であげた文献参照。なお，この価値の教え込みに関する議論は，最
　終的には，民主主義国家において人々が共同生活を送っていく際に，なんらかの共通の価値観（愛国心や共
　同体意識）を持っているということが必要とされるのか否か，持つことが必要とされるとしてもその共通の
　価値観を政府が助長することが許されるのか否かという政治哲学的問題に踏み込むことになるであろう。ア
　メリカ憲法学では，この論点は，「政府言論（government　speech）」の問題として取扱われている（例えば，
　参照蟻川恒正「政府と言論」ジュリストNo．124491頁（2003），　Steven　Shiffrin，　Government　Speech，27
　UCLA　Law　Review　565（1980））。つまり，政府が何らかの立場にくみして言論活動に従事する場合に，修
　正第1条の言論の自由条項との関係で何らかの制約を受けるかという問題である。公教育との関連でも答え
　が簡単にでる問題ではないが，さしあたり，政府が特定の価値観を積極的に助長すべきだという立場に立て
　ば，公教育において政府がその価値観を生徒に教え込むことが承認されやすくなるであろう。逆に，政府が
　特定の価値観にくみすることには抑制的であるべきだという立場に立てば，公教育において政府が特定の価
　値観を生徒に教え込むことに対しても抑制的であるべきだということになるであろう。また，生徒は学校内
　において「囚われの聴衆」の状態にあり，さらに，未成熟で周囲の影響を受けやすい状態にあるという公教
　育の特殊性を考慮すれば，そこでは，政府による価値強制の危険がきわめて強いとも言える。したがって，
　一般的に政府が特定の価値観を助長しうるという立場に与するとしても，公教育においては政府言論に対す
　る特別な規制が必要とされるともいいうる。逆に，一般的にリベラルの立場から大人に対する価値の強制は
　許されないとしつつも，子どもは未成熟であるからこそ，政府は，その自律性を養うために公教育において
　積極的に特定の価値観を教え込むべきだという立場もありうる。筆者は本文からも明らかなように，生徒の
　思想・良心の自由を侵害するような特定の価値観の強制は許されないという立場に立つものであるが，より
　議論を説得的に展開するためには，なぜ民主主義国家の公教育において生徒に特定の価値観を教え込むこと
　が主張されるのかという問題に関して，より突っ込んだ議論が必要とされると思われる（参照Redish　＆
　Finnerty，　supra　note　84　at　84－102；Ingber，　supra　note　85　at　429－33．）o
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